
 

 

令和６年３月28日 

財 務 局 

 

営業所専任技術者の工事現場への配置について 

 
東京都が発注する工事で、営業所における専任の技術者（以下「営業所専任

技術者」という。）の工事現場への配置につきましては、当面の間、以下のと

おり実施します。 

 

.0 
１ 実施要件 

営業所専任技術者を工事現場へ配置できる要件は、次の(1)から(５)までとする。 

(１) 当該技術者が所属建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること 

(２) 建設業法第26条第３項に規定される主任技術者等の専任配置が必要な工事でないこと 

(３) 当該営業所において契約締結される工事であること 

(４) 工事現場の職務に従事しながら実質的に営業所の職務にも従事しうる程度に工事現場

と営業所が近接していること。なお、「近接している」とは、営業所と工事現場の間隔が

直線距離で 10km 以内の範囲※にある場合をいう（ただし、発注工事が高度な技術を要

するものや施工上相当の困難を伴うもの等、発注者が適正な施工が困難であると判断する

場合を除く）。※島しょ部は同一島内 

(５) 当該営業所との間で常時連絡をとりうる体制にあること 

 

２ 申請等の手続 

営業所専任技術者の配置を希望する者は、工事希望票等受付時に「営業所専任技術者の配

置を予定している場合の確認事項（様式１）」を契約部署に提出する。 

なお、発注工事が高度な技術を要するものや施工上相当の困難を伴うもの等、発注者が適

正な施工が困難であると判断する場合、発注予定表において、配置予定技術者は営業所専

任技術者でないこととする旨、あらかじめ明示する。 

 

３ 適用時期 

本取扱いについては、令和６年４月１日以降に適用 

 

【問合せ先】  １について 財務局建築保全部技術管理課土木技術担当 直通（０３）５３８８－２８０７ 

２について 財務局経理部総務課契約調整担当     直通（０３）５３８８－２６０７ 

 



 

 

様式１ 

 

営業所専任技術者の配置を予定している場合の確認事項 

 

年   月   日 

（宛先）発注者 

 

住所 

商号又は名称 

代表者氏名 

 

以下のとおり、確認しました。 

 

工事件名  

契約番号  

営業所所在地  

営業所専任技術者（氏名）  

□ １） 当該技術者が所属建設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること 

□ 
２） 建設業法第26条第３項に規定される主任技術者等の専任配置が必要な工事

でないこと 

□ ３） 本工事が上記所在地の営業所において契約締結される工事であること 

□ 
４） 営業所と工事現場の間隔が直線距離で10km以内の範囲にあること（位置図） 

   島しょ部においては、営業所と工事現場が同一島内にあること 

□ ５） 営業所との間で常時連絡をとりうる体制にあること 

（位置図） ※営業所と工事現場の距離を明示すること（別紙添付でも可） 

 

注：上記すべてを確認し、レ又は■を記載すること。 


